
農 業 評 価 の 基 礎 理 論  

一農業経営管理の立場から－  

平  

1 問 題 の 設 定  

農業評価学の歴史は古い。農業評価の研究者はおもに，農場の総合的な収益力にもとづいて，  

農場を全体として評価する方法を模索してきた。したがって，農場収益力とその規制諸要因∴  

つまり自然的・経済的条件とか経営要素構造，部門組織，集約度などとの間に成立している因  

果関係を明らかにし，その因果法則を用いて個別農場の収益価を判定する評価法を確立するこ  

とが，おもな課題であった。   

本稿は，これらの伝統的な農場評価論の批判を企てるものではない。これは将来の課題とし  

て残しておく。むしろ農業評価論を，農業経営管理論の一環として位置づけようとしているの  

である。   

したがって次節では，なぜ評価が必要になるのかという素朴な問いから出発して，評価法の  

体系化をはかりたい。欝3節では，従来の評価論が，経営の実績計算上の評価問題に限定され  

ていたのを，事前的な計画計算上の評価問題まで拡張して考察する。そうすると必然的に，評  

価基準体系を再編成しなければならなくなる。これが欝3節の課題である。   

経営管理の立場に立つと，一元評価主義よりも多元評価主義にもとづいて，有効な意思決定  

情報を集めることが大切である。そこで欝4節では経営の実績計算において，貨幣価値変動に  

対応してどのような多元評価が有効であるかを検討したい。第5節では，計画計算において，  

多元評価の果たす役割を検討してみたい。  

2 農 業 評 価 の 意 義  

農業評価は，農業生産に投入されている生産要素と，産出される生産物を評価対象としてい  

るが，評価主体と評価目的が異なれば，適用される評価方法も異なることになる。本稿でほ，  

農家経済経営の経営主が評価主体であり，自己の経営を合理的に管理することを評価目的とし  

ている場合だけをとりあげて考察する1）。   

農家の経済活動は，たえず変動する不確実な諸条件に制約されながら行なわれているから，  

経営主が経営活動を実施する場合にほ，事前的にこれらの制約諸条件を正確に予測しなければ  
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ならない。ついで過去の経済活動の診断結果や，標準的な経営活動指標との比較分析結果を勘  

案して，計画計算を行ない，最善の経営計画を選択しなければならない。   

さらに計画の実施過程において，経営活動の成果を事後的に把握するために実績計算を行な  

う必要がある。ついで把握された実績と計画とを照合して，両者の問にくいちがいがあれば，  

その原因を分析することが必要になる。制約条件の予測または計画成果の予測に誤りがなかっ  

たかどうか，またよりすぐれた改善計画を見出す可能性がないかどうかを診断して，その診断  

結果と制約諸条件の修正された予測とにもとづいて，当初の計画を修正していかなければなら  

ない2）。   

このように経営主ほ，経営管理機能を遂行するために，欝1に事前的な計画計算，欝2に事  

後的な実績計算を行なう。この両経済計算は，農家経済全体から各生産部門にいたる各計算単  

位について，1カ年単位の期間計算として行なわれる。また生産部門を選択するために，生産  

物価格を下回る生産費で以て生産することができるかどうかを判定するには，単位計算として  

の生産費計算が行なわれる。土地や大機具のような固定供用財に投資する際に，最適投資額と  

最適投資・更新期問を決定するためには，複数年度にまたがる投資期間を計算期間とする投資  

効率計算が行なわれる3）。   

これらの経営計算で評価対象となるのは，欝1に，過去に取得されて経営内に保有されてい  

る生産資産，第2に市場取引を経由しない内胎生産用役，自給物財用役，家計仕向け生産物で  

ある。   

これらのものはなぜ評価を必要とするのであろうか。また基本的にはどのような評価基準が  

成立しうるであろうか。この問題を，生産資産を例にとって考察してみよう。   

生産資産が流通市場にあって，確実にその市場価格が表示されているならば，その段階では  

評価する必要がない。これに対して，各農業経営に保有されている生産資産は，流通市場から  

取得されて現状に至る過程で，まず空間的，時間的位置を変え，所有権を移転し，さらにその  

経営固有の利用目的に合うように形状・性能が修正されている。そのために経常主は搬入費，  

貯蔵費，取引費，加工費などの調達経費をかけている。調達時点と現評価時点との問に時間の  

経過があれば，これらの生産資産は，使用による減耗，自然的減耗，旧式化と不適応化などの  

経済的減耗，それに偶発的災害などの減耗を受けているであろう。これらの調達経費と減耗愚  

用とは，経営どとに異なっており，各経営の実状に応じて，評価しなければならない。この個別  

的な調達経費と減耗費用を客観的に評価することができるならば，その生産資産の一般的な市  

場価格に，この個別的な調達経費を加え，減耗費用の評価額を差引いて，生産資産の個別経営内  

価格を評価することができる。このようにして導き出された評価基準を，調達価と定義しよう。   

また経営主は，生産資産それ自体または資産から湧・流出する生産用役の流れを，現在また  

は将来において，直接に販売することによって，その市場価格を実現することができる′。ある  
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いはまた，その生産用役を自家経営の生産に投入して，その価値が移転された生産物を将来販  

売したり，または家計に仕向ゆたりするならば，そこで実現される生産物の市場販売価額から  

帰属する残余報酬を用いて，その生産用役の農家庭先価格を評価することができる。これらの  

資産またはそれから湧・流出する生産用役を，流通市場において処分するためには，加工，貯  

蔵，搬出，取引などのために処分経費が必要である。その資産が未完成結果財であれば，評価  

時点から処分適期時点までに追加生産費用をかけて，完成結果財に仕上げた後に処分すること  

になろう。これらの処分経費および追加生産費用は，各経営の各資産どとに個別的であるから，  

市場価格にもとづく調達価によって客観的に評価しなければならない。個別的処分経費と個別  

的追加生産費用とを客観的に評価することができるならば，評価対象となっている資産または  

生産用役の処分時点における一般的な市場価格から，これらの個別的な費用評価額を差引いて，  

評価時点現在の庭先価格を評価することができる。このようにして導き出された評価基準を・  

処分価と定義しよう4）。   

このように，農業経営に投入されている生産要素，および経営内で産出されて未だ処分され  

ていない生産物の農家庭先価格を評価するには，大別して2つの評価基準，調達価と処分価を  

適用することができることを明らかにした。しかもこれらの生産要素または生産物が，流通市  

場において一般市場価格を実現している段階では，評価する必要がないが，市場の流通段階か  

ら個別経営の現評価段階に至る沈下過程で，必要になる調達経費と減耗費用が個別的であり，  

さらに現評価段階から市場の流通段階に至る浮揚過程で，必要になる追加生産費用と処分経費  

が個別的であるために，これらを客観的に評価することが必要になるのである5）。   

なおこれまで評価の客観性を強調したが，これは社会的合意，つまり誰が評価しても同じ評  

価額に到達するという意味である。評価をより客観的に行なうためには，記録や調査をより精  

密に実施しなければならない。これには労働やその他の費用を要する。経営主の立場に立てば，  

評価の客観性を高めることから得られる限界収益力と，そのために必要な限界費用とが均衡す  

る水準で以て，評価の客観性を高める努力を止めるという経済性の原則に従わざるを得ないで  

あろう。   

1）拙稿「農家経済計算における評価の課題」『農業と経済』28の7，1962，pp・29～34oおよびMurray・  

W．G．，Fbrm4タカraisal，IowaStateCollegePress，1954，Pp・6～16。   

2）くわしくは，頼平・今村草生「不完全知識状態における農業経営計画とリスク・プログラミング」『農  
業経済研究』37の3，1965。   

3）拙稿『農家経済の主体均衡と経営管理に関する研究』京大農経教亀1967，「欝8章 農業経営投資と経  

営計算」参照。たとえば，固定供用資本財の最適更新期間の計画計算であるが，（1）新規投資計画でば，  

無限回反復投資から得られる企業利潤現在価合計額HTを最大にする最適更新年数Tが選択される0  

仮りに一定資本額Cが更新年数Tの固定資本財に投資され，任意のt年度に固定資本財純収益Qtを  
あげたとする。市場利子率は無限年にわたって一定値rとする。そうすると，無限回反復投資の企業利  
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開在価合計額は，HT＝（  となる。最適更新年数Tは，HT＞HT十1，HT  
1－（1＋r）‾T  

＜HT－1という両必要条件をみたさねばならない。これからHTr＞QT＋1（更新年数Tの場合の時間調  

整年平均企業利潤＞T＋1年に更新期間をのばす場合の固定資本財経収益），QT＞HT－1r，という両必  

要条件が導かれる。  

（2）固定資本財が旧式化した場合には，いつ新型に更新するのが有利であるかが問題になる。現有の  

旧式固定資本財をm年間使用して，m年度末に新型の固定資本財に更新し，その後丁年の最適更新期  

間でもって無限回反復投資する場合にほ，企業利潤現在価合計額Hmは次式で表わされる。ただし現  

存の周定資本財を現時点で販売すればS8，m年度末に販売すればSmの庭先販売代金を回収しうるも   

の字仮定郎。Hm＝（畠て告＋譜声一So卜漂戸Om年度末が最適更新時点であるため  
にほ，Hm＞Hmpl，Hm＞Hm十1，という両必要条件がみたされねばならない。さらに両式から，HTr＞  

Qm＋1＋Sm＋1－Sm（1＋r），HTr＜Qm＋Sm－Sm＿1（1＋r），という必要条件が導かれる。このように最適  

更新年数の決定には，固定資本財の調達価とともに，その処分価，つまり収益価や販売価を比べるこ  

とが必要になる。要するに従来の評価論のように一元評価主義，それも調達原価主義に執着すること  

なく，多元評価主義を採用し，調達価と処分価とを相互に比べて，有利性を判断するための情報を得  

ることが不可欠であろう。   

4）大槻正男教授ほ，『改著農業簿記』富民社，1958もp．40～44，において評価基準論を展開しておられろ。  

筆者ほ大部分大槻教授の概念を用いながら，上述のような論理にしたがって，その体系づけを変えた。   

5）「沈下」と「浮揚」概念については，大槻正男『農業経済の基本問題』岩波書店，1937，第2編第1  

章参照。なあ庭先売買価格間格差の重要性に関する大槻教授，G．L．Johnsonならびに筆者の見解  

については，拙稿，『農家経済の主体均衡と経営管理に関する研究』欝1章参照。  

3 評価基準の体系化  

調達価は，まずどの時点の市場価格水準と貨幣価値水準にもとづいて評価するかによって，  

（1）調達原価，（2）調達修正原価，（3）調達時価，（4）調達将来価，に分類することができる。過去に調  

達した評価対象を評価する場合に，調達時点と評価時点現在との間に，市場価格変動，換言す  

れば，貨幣価値水準の変動と，個別対象ごとの市場価格の変動がなければ，調達原価のみを評  

価基準として用いて損益計算を行ない，名目資本の維持をはかればよい。しかしそれでは購買  

力（実質）資本を維持できない。そのためには，貨幣価値水準の変動のみを考慮して，一般物  

価指数によって原価を修正しなければならない。さらに個別評価対象どとの価格変動をも考慮  

に入れて，実体資本を維持する立場に立つと，調達時価が合理的な評価基準となるのである。  

しかしこれは再調達を想定した場合の時価であって，評価が主観的になり易いという欠陥をも  

っている。評価の客観性を重んずる実績計算では，この時価の欠陥が問題になるが，計画計算  

になると，事前的計算であるから，たとえ主観的であっても，それが正確な予測値として経営  

主に採用されるかどうかが問題になる。計画計算では，評価対象を新規に現在時点で調達する  

場合の時価，およびそれを将来調達する場合の将来価の予測値が，意思決定に当ってより重要  

な情報となるのである。  
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っぎに評価対象の調達方法の差異によって3つに分類できる。外部から購入される場合の  

（i）購入価，自家で生産する場合の（ii）生産（費用）価6）があげられる。さらに評価対象の実現  

した調達方法にしたがって評価するのではなくて，仮りに異なる調達法，換言すれば代替的な  

調達法を採用したとすれば，調達価がどうなるかという情報が役に立つことがある。代替的な  

調達法がいくつかある場合には，調達価の最も低い方法が有用な情報となるのであるが，この  

評価基準を，（iii）代替調達価7）とよぶことにする。   

以上，評価の基準として，どの時点の市場価格水準を採用するかによって，調達価を4つに  

分類した。また調達方法の差異によって3つに分類した。この両分類を組合わせると，調達価  

を次表のように，12通りに分類することができる。   

なお評価対象が供用資本財であれば，調達時点から評価時点現在までの間で，上述したような  

4つの原因にもとづいて物的減価が発生する。貨幣価値変動による減価を別として，これらの物  

的減価を調達完了時点の調達価から控除して算出した評価額を，調達使用価とよぶ分類法8）も  

あるが，本稿でいう調達価は，調達完了時点の調達価を意味していない。評価時点現在における  

調達価である。つまり物的減価を差引いた未減耗または未実現の調達価部分を意味している。   

つぎに処分価を分類しよう。   

経営にあって未だ処分されていない評価対象を，仮りに処分すると想定すれば，どれだけの  

市場価格が実現されるかを推定し，それにもとづいて評価するのであるから，評価対象の処分  

時点を評価時点現在と想定すれば，（l）処分時価が成立する。しかし処分時点を将来の適当な時  

点であると想定して，その将来処分時点の市場価格予測値にもとづいて評価するのであれば，  

（2）処分将来価とよぶべきであろう。このように評価対象の処分によって市場価格を実現しよう  

と想定する時点が，評価時点現在か将来かによって，処分時価と処分将来価とに分類すること  

ができる。   

っぎに処分方法によって，（i）販売価，（ii）利用価，（iii）収益価，（iv）代替処分価，に分類  

することができる。販売価は，市場の販売価格から販売経費を差引いて算出した農家庭先価格  

を意味している。利用価は，流動資本財，労働，土地用役を，販売せずに自家経営の生産過程  

で利用した際に，その生産物の販売価額から帰属する報酬を評価し，その帰属報酬によって，  
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その流動的な生産用役の貨幣価値を評価する方法である。収益価は，土地，固定資本財を評価  

する場合に用いられる。その耐用期間にわたって湧・流出する土地用役または固定資本財用役  

を経営外に販売して，契約報酬，つまり用役販売価額の時系列を得ることができる。またはそ  

れら生産用役の流れを自家経営の生産過程に投入して，生産物価額から帰属する残余報酬の時  

系列を得ることができる。この生産用役の契約報酬または残余報酬の時系列の資本還元価，換  

言すれば現在価合計額でもって，生産用役の泉・貯源体を成す土地または固定資本財の貨幣価  

値を評価する方法である。代替処分価は，ある処分方法を採用する場合の処分価に対して，そ  

れと代替可能な別の処分方法を採用した場合の処分価である。代香可能な処分方法がいくつか  

ある場合には，最も高い代替処分価が，処分方法を選択するための有効な比較指標となる。生  

産用役または生産用役泉・貯源体を，この犠牲にした最高の代替処分価でもって評価して費用  

と見徹したのが，いわゆる機会費用価である。   

処分価に関するこれら2つの分類方法を組合わせると，下表のように8つの処分価が成立す  

る。   

これらの処分価のうちで，評価の客観性を主張しうるものは，販売時価だけである。利用時  

価になると，生産物からの帰属報酬の計算に主観性が入る。将来価になると，評価時点におい  

て，将来の価格を予測するのであるから，予測値について社会的合意を得ることばむずかしい。  

収益価も同様に，帰属報酬時系列の計算と，将来報酬の予測において評価主の主観が入るから，  

客観的な評価基準として用いることができない9）。経営主が計画計算の立場に立って，必要な  

評価を行なう場合には，その評価ができるだけ客観的であることが望ましいが，将来価格予測  

値にもとづく評価のように客観性が乏しいものでも，予測の正確さが，意思決定にとって主観  

的に十分である限り，採用すべきである。   

なお利用価または収益価を計算する場合には，生産物価額から評価対象の生産用役に帰属す  

る報酬を，残余法によって算出するのが普通である。この残余法は，生産物価額から評価対象の  

生産用役と結合してその生産に寄与したすべての生産用役の調達価評価額を差引いて，残余額  

を評価対象の帰属報酬とする計算法である。生産用役に対する帰属報酬は，その生産用役の限界  

収益カによって評価するのが正しい，という理論を承認するならば，残余法には問題が残る10）。  
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つまりその他の生産用役の結合投入量は，各々の限界収益カがその調達価に等しい限界で決定  

されているとは必ずしもいえない。したがってその他の生産用役を調達価で評価すれば，それ  

と限界収益カとの差額に，その生産用役投入量をかけた価額だけが，評価対象の残余報酬にし  

わ寄せされるのである。それだけでなく，生産技術が規模に関して収穫逓増または収穫逓減法  

則をみたしている場合には，プラスまたはマイナスの企業利潤が，評価対象の残余報酬にしわ  

寄せされることになる。経営主が線型計画法などを用いて，評価対象の限界収益カを算定でき  

ない限り，残余法にはこのような問題点と利用上の限界があることを考慮に入れて，慎重に用  

いるべきであろう。したがって評価対象となっている生産用役が，生産費構成上で重要な部分  

を構成しているはど，それと結合するその他の生産用役の調達価評価額と，その限界収益力評  

価額とのくいちがいが相対的に小さいので，残余法がより有効になるであろう。   

以上，評価基準を検討してきたが，経営管理の立場に立つと，どの評価基準についても，平  

均評価額と限界評価額とを区別して考えることが大切である。完全競争市場条件のもとでは，  

市場価格は個別経営の購入量にかかわりなく一定である。しかし限界調達経費と限界減耗費が  

変動し，それによって限界購入価が変動する。つまり限界購入価と平均購入価とが一致しなく  

なる。同様に限界処分経費と限界追加生産費が変動し，それによって限界販売価が変動する。  

っまり限界舷売価と平均販売価とが一致しなくなることがある。個別農業経営の直面する市場  

が不完全である農用地や農繁期雇用労働になると，それらの市場価格それ自体が，それらの調  

達量または処分量に対応して変動するであろう。これも購入価または販売価の，限界値と平均  

値との不一致をひき起こす原因となる。   

生産（費用）価または利用価，収益価になると，それぞれの限界値は，生産物の産出量また  

は生産要素の投入量に対応して変動し，当然，限界値と平均値が一致しなくなる。これまでの  

評価論では，この限界値と平均値との区別を明確にしていないが，経営管理の観点から限界分  

析法を適用して計画計算を実施する際には，極めて重要な問題となろう。   

6）評価対象によって，開墾費用価，建築費用価，製作費用価，育成費用価，狭義の生産費用価（流動結  
果財）に分かれる。   

7）自給肥料の生産費用価に対して，その成分価が代替調達価にあたる。成分価の意義については，拙稿  

「農業簿記の利用（第8回）」，『農業と経済』27の8，1958，pp・68～71参照。   

8）大観正男『改著農業簿記』p・41参照。   

9）土地のように本来的に生産価をもたない永久的資源の評価に当たってほ，収益価評価が重視される。  

花島得二『不動産評価の理論と実際』1959，PP・50～53。Rothkegel，W・，Landwirtschqfuiche  

ぶc舶ねα乃g∫ぉ力rβ，1952（農林水産技術会議『ドイツ農業評価学』1961）参照。  

10）くわしくは，『農業における資本利回り』農林中金調査部，1962，拙稿欝1章欝6節参照。  

4 経営実績計算と評価基準  

農家経済経営の生産における生産費構成をみると，自家労働などの内給純生産用役費の占め  
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る割合が大きい。また大家畜や果樹の育成のような固定結果財生産部門をもった経営が多い。  

大槻正男教授は，農業会計対象のこのような特質をわきまえて，期間計算における商工業会計  

の原則を一部修正して採用されている11）。   

粗収益の把握において実現主義の公準（販売基準）をとらず，期間内産出を徴表とする発生主  

義の公準（生産基準）をとっている。経営費も，実現粗収益に価値移転した調達原価部分という  

収益・費用対応の公準と原価主義の公準をとらずに，期間内投入・費消を徴表とする発生主義  

の公準を用いている。   

したがって，粗収益のなかには未販売（＝未実現）の増殖・増加額が入る。しかも増殖額を  

その育成縄費用という調達原価によって評価する場合には，家族労働や所有資本用役を代替処  

分価（＝機会費用価）としての販売時価によって評価している。したがって，経営能力に対す  

る残余報酬である企業利潤部分のみが，実現主義の公準にしたがうものとして残されているの  

である。   

以上，農業会計の公準が商工業会計の公準と異なる点を述べたが，貨幣価値安定の公準につ  

いてほ両会計とも共通している。つまり評価は，貨幣価値が安定していることを前提として行  

なわれている。   

しかし現状をみると，経済の変動に応じて貨幣価値は大幅に変動している。調達価主義を採  

用するとしても，このような貨幣価値変動期に，あくまで，調達原価主義に固執してよいかど  

うかば問題である。調達時価主義を採用すると，形態・用途・位置に関して，個別経営用に特  

殊化した生産資産について，評価時点現在の再調達価格を評価することになるが，この評価が  

主観的になりがちであるという欠陥が現われる。商工業会計では，時価主義が会計の客観性を  

破壊するという観点に立って，修正原価主義を採用している。つまり各資産の調達原価を，貨  

幣価値の変動を一般的に表わす一般物価指数を用いて修正する方法である。調達原価主義は貨  

幣価値の変動が激しい時期に会計の客観性を確保できても，名目資本の維持しかできないとい  

う欠陥がある。時価主義によれば実物資本を維持できても，会計の客観性を確保できないとい  

う欠陥がある。これに対して修正原価主義は，実質（＝購買力）資本維持と会計の客観性とを  

確保しうるという長所をもっているというのである12）。   

しかし経営管理上で必要な，経営実績の比較分析を行なう場合には，これら3つの調達価指  

標のうちで，どれか1つ，なかんづく，貨幣価値の変動が小さい段階では原価を，変動が大き  

い段階では修正原価または時価をというように，1つだけを採用するよりも，これら3つ申調  

達価指標を用いて計算した結果を，比較分析する方法を採用する方が，意思決定上有効な会  

計情報を獲得できるのである。   

原価主義評価のみを採用すれば，調達時点の異なる資産どとに，異なる貨幣価値を用いて評  

価していることになる。個別経営にとって，未回収名目資本を確認するという役割を果たすが，  
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この原価費消部分（＝費用）を，貨幣価値の異なる時点に発生した粗収益と比べたり，または  

そのようにして計算された純収益や収益力を，経営問で比べる指標としては，有効とはいえな  

いのである。   

むしろ，粗収益と同じ時点の貨幣価値を用いて評価する調達時価主義を採用して，それにも  

とづいて評価された経営費と粗収益との差額を，生産活動による損益とみなすのが公正な判断  

であろう。もちろん，時価評価に当たっては，評価の客観性を保ちうるように，最大限の努力  

を払わねばならない。   

そうすると，調達時価評価額と調達修正原価評価額との差額は，早くから調達して保有して  

いたことによる保有損益として，生産活動によって発生した損益とは区別されることになる。  

さらに調達修正原価評価額と喝達原価評価額との差額は，貨幣価値変動に伴なう損益として資  

本価値修正部分に入れられる。このように，経営実績計算において，費用要素を調達価によっ  

て評価するとしても，貨幣価値の変動に対応して多元評価を行ない，評価結果を相互に比べる  

ことによって，有効な情報を獲得できるのである13〉。   

11）大槻正男「農業簿記の理論的研究」『農業総合研究』19の2，1965，pp．129～182参照。  

12）評価の客観性の立場から，修正原価主義の妥当性を主張する理論としては，高松和男『物価変動会計』  

春秋社，1965参照。  

13）商工業企業の経営分析において，最近多元評価主義が重視されている。蔦村剛雄『経営分析の基礎』  

中央経済社，1968。小野重雄「多元評価論の展開」『企業会計』19の4，1967，pp・72～99参照。  

5 経営計画計算と評価基準  

農家経済経営の計画計算の目的は，農家経済全体の主体均衡条件をみたしうるような経営活  

動を設計することにある。換言すれば，農家経済の目標は，一定の家族員と所有財産から湧出  

する生活用役と財産用役とを有効に利用して，家族員の享受効用を持続的に最大にすることで  

ある。計画計算の目的は，このような農家経済活動の構成部分として，経営活動を設計するこ  

とである。   

農家経済の主体均衡条件については，すでに別稿14）で考察した。そのなかで評価に関連する  

結論を要約すると，つぎのようになる。ただし，計画計算で用いる評価基準は，すべて設計時  

点において予測される将来価である。その意味で，評価の客観性からはど遠いが，経営主にと  

っては，意思決定に用いうる程度の正確さをもった将来価予測値でなくてはならない。  

（1）まず農家経済経営における完成生産物の調達と処分に関する計画であるが，ここでは販  

売価，購入価∴限界生産費用価，主観的限界評価という4つの評価基準が必要になる。（i）あ  

る農家では，生産物の限界生産費用価＝販売価となる点まで生産する。その内で，限界評価＝  

販売価となる点までは自家消費にまわし，残余の生産物を販売する。このように経済合理的に  
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行動した結果として販売農家となる場合には，4つの評価基準を比較しながら，最終的には販  

売価によって生産物を評価しているのである。（ii）ある農家セは，生産物の限界生産費用価＝  

限界評価となる点まで生産し，それを全部自家消費にあてる。というのは，この均衡点の限界  

生産費用価（＝限界評価）が販売価を上回るが，他方では購入価を下回るために，販売も購入  

もともに不利となるからである。このような完全自給農家では，購入価と販売価との問にあっ  

て限界評価に等しい限界生産費を，生産物の評価基準としているのである。（iii）ある農家で  

は，限界評価＝販売価，となる点までその生産物を消費する。その内で，限界生産費用価＝販  

売価，となる点までは自家生産でまかない，残余を購入する。このような不完全自給農家で  

は，購入価を最終的な評価基準として選ぶのである。  

（2）労働の配分計画では，同様に庭先雇用労賃（＝購入価），庭先被傭労賃（＝販売価），自  

家労働の主観的限界評価，自家経営における労働の限界利用価（＝限界収益力）という4つの  

評価基準が必要になる。経済合理的に行動する限り，（i）ある農家では，限界利用価＝雇用労  

賃，となる点で自家経営の労働投入量を決定する。その内で，自家労働の限界評価＝雇用労賃，  

となるまで自家労働でまかない，残余を雇用労働に依存する。この労働雇用農家では，最終的  

に庭先雇用労賃を労働の評価基準として選ぶのである。（ii）ある農家では，雇用労賃≧限界利  

用価＝限界評価≧被傭労賃，という条件をみたす均衡点で自家労働投入量を決定する。この労  

働完全内給農家は，均衡点の限界利用価を労働の評価基準として選ぶのである。（iii）ある農  

家では，限界利用価＝被傭労賃，となる点で自家労働の経営内投入量を決定し，限界評価＝被  

傭労賃，となる点までは農外にやとわれる。このやとわれ兼業農家では，庭先被傭労賃が最終  

的な労働の評価基準となるのである。  

（3）固定資産の調達・処分計画では，その購入価，販売価，限界生産費用価，限界収益力時  

系列にもとづく限界収益価という4つの評価基準を比べることが必要になる。しかも大家畜や  

火植物の調達が計画対象となる場合には，主体均衡条件と，均衡点で選択される評価基準はつ  

ぎのようになる。（i）ある農家は，限界生産費用価＝販売価，となる点まで生産する。その内  

で，限界収益価＝販売価，となる点までは経営内部に仕向けて，残余を販売する。この販売農  

家では，販売価が固定資産の評価基準として選ばれる。（ii）ある農家は，購入価≧限界生産襲  

用価＝限界収益価≧販売価，という条件をみたす均衡点で，自家生産量およびそれに等しい月  

家経営仕向量を決定する。この完全自給農家では，均衡点の限界生産費またはそれに等しい限  

界収益価が固定資産の評価基準として選ばれる。（iii）ある農家は，限界生産費用価＝購入価，  

となる点まで，固定資産を自家生産する。それを上回る分は購入して，限界収益価＝購入価，  

となる点まで経営内にその固定資産を投入する。この購入農家では，購入価が固定資産の評価  

基準として選ばれるのである。   

つぎに固定資産の経営内保有量が一定であって，それから流出する生産用役の処分を対象と  
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する短期計画では，固定資産用役の販売価，購入価，限界利用価（＝限界収益力）という三つ  

の評価基準を比べることが必要になるのである。（i）固定資産用役の販売農家は，固定資産用  

役利用可能量のうちで，限界利用価＝販売価，という条件をみたす限界までは百家経営に投入  

し，残余を販売する。つまり主体均衡点では，販売価を固定資産用役の評価基準として選ぶの  

である。（ii）固定資産用役の完全自給農家は，固定資産用役を利用しつ・くした場合に，購入価  

≧限界利用価≧販売価，という条件をみたしているために，固定資産用役を購入することも販  

売することもしない。このような農家では，評価基準として均衡点の限界利用価を採用するの  

である。（iii）ある農家ほ，固定資本用役の利用可能量を利用しつくした場合に，限界利用価が  

購入価を上回るので，限界利用価＝購入価，という条件をみたす限界まで追加購入する。この  

ような固定資産用役購入農家でほ，購入価が評価基準として選ばれるのである。  

（4）最後に流動資産用役の調達・処分計画を検討しよう。濠ず計画期間内に購入され，投入  

される流動資産用役であるが，どの農家でも，限界利用価（＝限界収益力）＝購入価，という  

条件をみたす点で購入量（＝投入量）をきめる。限界利用価と購入価という2つの評価基準を  

比べて，均衡点では購入価によって流動資産用役を評価するのである。   

しかし中間生産物のように自給可能な流動資産用役になると，購入価，限界利用価だけでな  

くて，販売価と限界生産費用価もともに評価基準として呵いなければ，合理的な調達・処分計  

画を立てることがセきない。もちろん無市価物になると，購入価が平均的技術・価格水準のも  

とにおける平均利用価最高水準を上回り，販売価が同様な平均生産費最低水準を下回るような  

中間生産物，換言すれば，購入価と販売価との格差を構成する中間の調達・処分経費が非常に  

大きい中間生産物であると解釈すればよい。   

これら4つの評価基準を用いて，（i）流動資産購入農家では，限界生産費用価＝購入価，と  

なる点で生産量を決定する。さらに，限界利用価＝購入価，となる点で経営内投入量を決定し，  

足りない分を購入する。この農家では購入価が，流動資産用役の評価基準として選ばれるので  

ある。（ii）購入価≧限界生産費用価＝限界利用価≧販売価，という条件をみたす点で生産量を  

決定し，それを全量経営内に仕向ける完全自給農家では，この均衡点における限界生産費用価  

またほ限界利用価が，流動資産用役の最終的な評価基準として選ばれる。（iii）流動資産販売農  

家は，限界生産費＝販売価，となる点で生産量を決定する。その内で，限界利用価＝販売価，  

となる限界まで経営内部に仕向仇 残余を販売する。このような農家では，販売価が最終的な  

評価基準として選ばれるのである15〉。   

以上述べてきたように，農業経営活動を合理的に設計するためには，調達価系統ゐ購入価と  

限界生産費用価（自家労働については主観的限界評価）だけでなくて，同時に処分価系統の販  

売価と限界利用価または限界収益価（家計仕向生産物については主観的限界評価）をも用いな  

ければならない。これらの評価基準は将来価予測値である。また自家労働や自家消費生産物の  

－47－   



農集計算学研究 第3号   

限界評価は主観的であって，事後的実績計算のように，評価の客観性は望めない。なお限界生  

産費用価を構成する生産用役のうちで，自家労働，固定資産用役，自給流動資産用役について  

は，経営内の複数の用途問に，限界収益価（または限界利用価）が均等になるように配分され  

ねばならない。したがって，経営内他用途における限界代替処分価を意味する限界収益価が，  

当面する用途における，その生産用役の限界機会費用価となるのである。   

以上述べたところでは，すべての生産要素と生産物について完全競争市場が成立しているこ  

と，限界購入経費または限界販売経費が一定であり，それぞれの平均値に等しいこと，したが  

って，購入価または販売価が一定であると仮定してきた。しかし限界生産費用価は，少なくと  

も主体均衡点近傍において逓増段階にあって，その平均値を上回り，他方，限界収益価は逓減  

段階にあって，その平均値を下回っていると仮定した。農家は，試行鎗誤的にしか，これらの  

限界値をつかむことができないが，このような限界分析的な思考様式に習熟することが必要で  

あろう。   

実績計算において通常算出されているのは，これらの平均値である。計画計算においても同  

様に，限界値よりも平均値を正確に予測することができる。評価基準平均値を多元的に用いて  

比較しても，経営活動の最適且 つまり主体均衡点を発見することはできない。しかし損益  

分岐点よりも有利な領域を確認することはできる。たとえば大家畜について，（l）自家で育成し  

て，完成育成畜として販売するのが有利になるのは，購入価＞販売価＞平均収益廠＞平均育成  

（費用）価，または，購入価＞販売価＞平均育成価＞平均収益価，のどちらかが成立する経営条  

件をもつ農家である。この農家では，自家育成畜を自家供用畜部門に仕向けるよりも，販売し  

た方が有利である。（2）平均収益価＞平均育成価＞購入価＞販売価，という条件が成立する農家  

は，育成畜を購入して，それを供用畜として飼養するのが採算が合う。  

（3）最後に自家経営で育成して，ひきつづいて供用畜として飼養するのは，㈱購入価＞平均収益  

価＞平均育成価＞販売価，（功購入価＞平均収益価＞販売価＞平均育成価，（C）平均収益価＞購入  

価＞平均育成価＞販売価，（功平均収益価＞購入価＞販売価＞平均育成価，という条件が成立す  

る農家である。   

槻条件が成立する農家では，育成畜部門も供用畜部門も，独立部門としては成立することが  

できない。両部門を補完的に結合して融合部門を形成する場合にだけ，採算が合うのである。  

（B）条件が成立する農家では，育成畜部門を独立させても採算が合う。しかし供用畜部門では，  

育成畜を購入しては採算が合わない。自家育成畜部門と補完的に結合して，その育成畜を販売  

価で以て仕受けてのみ，採算が合うのである。（C）条件が成立する農家では，供用畜部門は育  

成畜を市場から購入しても採算が合う。しかし育成畜部門は販売目的の独立部門としては成り  

立たない。供用畜部門と結合して，その育成畜を育成価よりも高い購入価で仕向ける場合にだ  

け採算が合うのである。最後に，（功条件の成立する農家は，供用畜部門も育成畜部門も，相互  
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に独立部門として採算が合うが，さらに補完的に結合して融合部門を形成した方が，総合純収  

益を高めうるのである。   

このように，経営の計画計算において有効な意思決定情報を得るためには，調達価系統と処  

分価系統の評価基準を同時に使用して，相互に比較分析を行なわなければならない16）。  

14）拙稿「農家経済の主体均衡に関する一考察」『農林業問題研究』1の4，1966。  

15）加用信文「自給物評価の理論」『農業と経済』14の9，1948のなかで，加用教授は，生産費計算にお  

いて調達原価による一元的評価主義を貫ぬくのが正しいという論拠にもとづいて，成分価評価を否定  

される。しかし経営管理の立場からは，むしろ多元的評価と相互比較にこそ，意思決定上必要な情報  

がひそんでいる。拙稿（注7引用）はこの点を補足したものである。児玉賀典氏は「自給物評価の経  

営経済的考察」『農業経済研究』31の1，1959において，利用価の重要性を指摘しておられる。児玉氏  

がなぜ牛乳代金の全額を飼料養分に帰属させようとするかば疑問である。  

16）評価対象ごとの評価法の詳細については，拙稿「農業簿記の利用：評価法について」『農業と経済』  

27の6，7，8，9，10，1961，参照。  

7 む  す  ぴ  

すでに各節どとにしめくくったので，ここで繰返して要約しない。要するに，経営管理の立  

場に立つと，調達価系統の各評価基準だけでなくて，処分価系統の各評価基準をも総動員し，  

て，多元的に評価結果を表示し，相互に比較分析することが必要になる。どの評価基準も他の  

評価基準に対して，絶対性や優越性を主張することはできない。多元的に表示された評価額の  

比較分析によってこそ，意思決定に役立つ情報が得られるのである。しかも限界分析方法を用  

いて，限界値を評価するとなると，主観的な評価の誤りもあろう。また処分価系統の評価基準  

には多大の推定が介入するから，評価の客観性が失なわれることがあろう。したがってこれら  

の評価誤差が，分析や計画計算を無意味にしないように注意を払うことが必要である。しかし  

そのために，両評価系統を用いた多元的評価法の有効性を低評価してはならない。  
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